
運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（法人）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

2,383,809,000 2,355,708,829 66,011,367 0 2,421,720,196 159,088,804 0

(2)運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

政策研究経費 一般勘定 76,662,771 71,365,803

労災勘定 0 0

雇用勘定 609,801,010 614,256,488

情報収集等経費 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 341,350,623 321,149,342

成果普及等経費 一般勘定 22,459,360 21,803,056

労災勘定 0 0

雇用勘定 106,547,911 100,973,633

研修事業経費 一般勘定 98,224,933 95,870,720

労災勘定 69,377,803 63,335,557

雇用勘定 185,007,283 187,074,964

期間進行基準による振替額 一般勘定 175,263,144 161,986,606

労災勘定 32,412,000 31,814,030

雇用勘定 441,601,991 412,402,539

費用進行基準による振替額 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0 　―（費用進行基準を採用した業務は無い）

雇用勘定 0 0

一般勘定 27,622,000 0

労災勘定 6,000,000 　―

雇用勘定 163,378,000

2,355,708,829 2,082,032,738

　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

振替額 振替額

政策研究経費 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 0 0

情報収集等経費 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 18,700,000 0

成果普及等経費 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 0 0

研修事業経費 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 35,156,220 0

法人共通 一般勘定 0 0

労災勘定 0 0

雇用勘定 12,005,147 0

65,861,367 0

197,000,000

会計基準第81第4項による振替額

期首残高
交付金当期

交付額

当期振替額
引当金見返との

相殺
期末残高

人件費 130,405,485円、外部委託費 80,871,566円、雑給 51,615,267円、その他 58,257,024円

区　　分 勘    定 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途

人件費 47,632,437円、図書印刷費 8,057,260円、雑給 5,610,214円、その他 10,065,892円

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

人件費 357,752,219円、外部委託費 130,385,415円、雑給 68,814,360円、その他 57,304,494円

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

合  計

人件費 21,803,056円

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

人件費 38,168,746円、諸謝金 25,297,740円、雑給 15,214,366円、その他 22,292,781円

人件費 88,842,827円、外部委託費 1,992,485円、賃借料 1,710,720円、その他 3,324,688円

人件費 47,342,677円、賃借料11,983,389円、諸謝金 3,525,920円、その他 483,571円

人件費 48,916,602円、外部委託費 45,847,928円、賃借料 22,889,622円、その他 69,420,812円

人件費 152,126,034円、外部委託費 5,742,373円、租税公課 2,065,619円、その他 2,052,580円

外部委託費 21,049,711円、水道光熱費 4,138,111円、租税公課 4,190,221円、その他 2,435,987円

外部委託費 150,017,118円、人件費 118,954,691円、雑給 49,700,796円、その他 93,729,934円

セグメント 勘    定
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途 主な使途

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

工具器具備品：18,700,000円  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

 ―  ―

工具器具備品：35,156,220円  ―

 ―

 ―

工具器具備品：12,005,147円  ―

合計

 ―

 ―
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（一般）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

406,267,000 400,232,208 0 0 400,232,208 33,656,792 0

(2)運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

政策研究経費 76,662,771 71,365,803

情報収集等経費 0 0

成果普及等経費 22,459,360 21,803,056

研修事業経費 98,224,933 95,870,720

期間進行基準による振替額 175,263,144 161,986,606

費用進行基準による振替額 0 0

27,622,000 0

400,232,208 351,026,185合  計

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

人件費 21,803,056円

人件費 88,842,827円、外部委託費 1,992,485円、賃借料 1,710,720円、その他 3,324,688円

人件費 152,126,034円、外部委託費 5,742,373円、租税公課 2,065,619円、その他 2,052,580円

会計基準第81第4項による振替額 　―

　―（費用進行基準を採用した業務は無い）

人件費 47,632,437円、図書印刷費 8,057,260円、雑給 5,610,214円、その他 10,065,892円

期首残高
交付金当期
交付額

当期振替額
引当金見返との相

殺
期末残高

27,622,000

区　　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（労災）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

106,238,000 107,789,803 150,000 0 107,939,803 4,298,197 0

(2)運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

政策研究経費 0 0

情報収集等経費 0 0

成果普及等経費 0 0

研修事業経費 69,377,803 63,335,557

期間進行基準による振替額 32,412,000 31,814,030

費用進行基準による振替額 0 0

6,000,000 0

107,789,803 95,149,587

期首残高
交付金当期
交付額

当期振替額
引当金見返との相

殺
期末残高

外部委託費 21,049,711円、水道光熱費 4,138,111円、租税公課 4,190,221円、その他 2,435,987
円

6,000,000

区　　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

人件費 47,342,677円、賃借料11,983,389円、諸謝金 3,525,920円、その他 483,571円

　―（費用進行基準を採用した業務は無い）

会計基準第81第4項による振替額 　―

合  計
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（雇用）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

1,871,304,000 1,847,686,818 65,861,367 0 1,913,548,185 121,133,815 0

(2)運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

政策研究経費 609,801,010 614,256,488

情報収集等経費 341,350,623 321,149,342

成果普及等経費 106,547,911 100,973,633

研修事業経費 185,007,283 187,074,964

期間進行基準による振替額 441,601,991 412,402,539

費用進行基準による振替額 0 0

163,378,000 0

1,847,686,818 1,635,856,966

　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

振替額 振替額

政策研究経費 0 0

情報収集等経費 18,700,000 0

成果普及等経費 0 0

研修事業経費 35,156,220 0

法人共通 12,005,147 0

65,861,367 0

工具器具備品：35,156,220円  ―

工具器具備品：12,005,147円  ―

合計

 ―  ―

工具器具備品：18,700,000円  ―

 ―  ―

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途 主な使途

人件費 48,916,602円、外部委託費 45,847,928円、賃借料 22,889,622円、その他 69,420,812円

外部委託費 150,017,118円、人件費 118,954,691円、雑給 49,700,796円、その他 93,729,934円

会計基準第81第4項による振替額 　―

合  計

運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途

人件費 130,405,485円、外部委託費 80,871,566円、雑給 51,615,267円、その他 58,257,024円

人件費 38,168,746円、諸謝金 25,297,740円、雑給 15,214,366円、その他 22,292,781円

　―（費用進行基準を採用した業務は無い）

人件費 357,752,219円、外部委託費 130,385,415円、雑給 68,814,360円、その他 57,304,494円

期首残高
交付金当期
交付額

当期振替額

引当金見返との相殺 期末残高

163,378,000

区　　分
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